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目的　介護サービス提供によってもたらされた対象者の主体的な選択による社会的活動の再獲得に
関連する成果を測定するアウトカム尺度を構築する。

方法　 3つの下位尺度「参加」「活動」「主体性」を11項目で測定する社会的自立支援アウトカム尺
度を開発し，通所介護施設利用者104名を対象として，その妥当性と信頼性を評価した。分析
方法は項目分析，因子分析を用いた構成概念妥当性，判別妥当性，内的整合性と再検査信頼性
を検討した。

結果　11項目のうち「運動習慣」が除外対象となった。残る10項目による探索的因子分析で「参
加」「活動」にそれぞれ 3項目，「主体性」に 4項目が当てはまり，この因子モデルによる確証
的因子分析のモデル適合度指標は良好な値を得た。下位尺度「主体性」は要介護度による有意
な得点差がなく，身体的自立状況に依存しない指標と考えられた。内的整合性と再検査信頼性
は良好な値を得た。

結論　質問紙としての自立支援アウトカム尺度の妥当性と信頼性が確認された。要介護度やADL
などの身体的自立指標と異なり，自立支援アウトカム尺度は慢性期や状態悪化に向かう対象者
でも良質なサービス提供の成果を測定可能と考えられた。援助者が自立支援アウトカム尺度を
対面聞き取りに使用することで，社会的生活の再獲得に向けた可能性発見と援助計画の立案，
その達成に向けた方策を共有するためのツールとなると見込まれた。

キーワード　自立支援アウトカム尺度，介護サービス，社会参加，高齢者

Ⅰ　緒　　　言

　高齢化に対応した社会保障制度の確立が急務
となっている。介護保険制度も持続可能性が危
ぶまれる中，より効果的なサービス提供を推進
する観点からサービスの質の評価が求められて
いる1）。介護サービスの質評価は，医療と同様
に「構造」「プロセス」「アウトカム」の枠組み
が各国で用いられているが2），アウトカム評価
は未だ黎明期にある3）。上記の枠組みを提唱し
たドナベディアンは，あるプロセスがどのよう

な結果をもたらすか完全に明らかではない場合，
プロセス評価とアウトカム評価を併用する必要
性を指摘している4）。OECDも財政的な観点か
ら介護のアウトカム評価が重要であると改めて
報告している5）。
　日本の介護保険制度では，比較的早い段階か
ら自立支援のアウトカム研究が多数報告されて
いる。その指標には要介護度，日常生活動作
（ADL）や手段的日常生活動作（IADL）の自
立度が主に用いられている6）。さらに現在では
各地の自治体で介護サービスの自立支援アウト
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カムを要介護度やADLなどの改善度で測定し，
良好な結果を示した事業所には報酬を付与する
インセンティブ事業が実施されるに至ってい
る1）。
　アウトカム指標としての要介護度は自立支援
効果を直感的に理解しやすく，財政的議論に反
映させやすい便利な指標である。ADLやIADL
は要介護度とおおむね連動する指標であり7），
世界保健機関（WHO）も長期ケアのアウトカ
ム指標としてその使用を推奨している8）。
　その一方で，要介護度やADLは身体的自立
に偏向した指標であり，アウトカムとしての充
足性に疑問を呈する指摘も根強い。脳卒中や骨
折などの急性発症の傷病直後では潜在的に機能
回復の余地を残しており9），要介護度やADLは
自立支援指標として有効に機能する。しかし，
慢性期や心身状態が悪化に向かう対象者では，
良質な介入が何らかの価値をもたらしても要介
護度やADLでは測定が困難である10）。身体的自
立指標を用いたインセンティブ付与への懸念と
して，本人の意志に反して要介護度やADL改
善を強要するサービスがまん延し，対象者の
QOLを損ねる可能性が複数の関係団体から指
摘されている11）12）。このように自立支援効果の
測定に関する総合的な合意は得られておらず，
現状の概観から導かれる方策として身体的以外
の自立支援効果を測定する指標の構築が求めら
れる。
　制度の理念に立ち返ると，1994年に社会保険
方式での介護システムを提唱した厚生省高齢者
介護対策本部の報告書では，自立支援を「高齢
者が自らの意思に基づき自立した質の高い生活
を送ることができるように支援すること」と定
義し，たとえ介護が必要となっても，その地域
で暮らした経験を活かして社会に参加する生活
を楽しめる社会の実現を提唱している13）。
　この理念が示唆する身体的自立以外の自立支
援アウトカムは，対象者に自己決定を促し，社
会的存在としての自己の生活を再構築すること
で達成される社会的活動や社会的関係である8）。
老研式活動能力指標などには社会的行動関連項
目がいくつか載録されているが14），長期ケア対

象者は参加可能な社会的活動が限定される。高
齢者の社会参加の多様な実態を捕捉しつつ，心
身機能に応じた参加の可能性を発見し，主体的
な決定を促し，これまでの地域生活を反映した
社会的活動の再獲得を目指す支援がもたらした
結果を測定するアウトカム尺度が必要である。
　そこで本研究は，介護サービスがもたらす自
立支援効果を「社会的生活の再構築」と「自己
決定の促進」の側面から把握することを意図し
た新しい自立支援アウトカム尺度の開発を試み
る。自立支援アウトカム尺度（以下，本尺度）
が定量化の対象とする測定概念（下位尺度）は，
サービス受給者の活動･参加の状態変化と，社
会的生活に必要な主体性の獲得状態の変化であ
る。特に主体性の向上は，心身悪化傾向の対象
者でも測定可能と見込まれ，身体的自立指標で
は測定困難な介入効果の定量化が期待できる。
　個別的な社会的活動の実態を詳細に捕捉する
尺度は，対象者の生活に根ざした社会参加の具
体的視点をサービス提供者側にも提供するほか，
多職種間の連携･協働を促進するツールとして
も活用できる。また，地域包括ケアシステムで
必要とされる地域資源のニーズを具体化して，
地域の実情に合わせたまちづくりの促進に貢献
するなど副次的な利用価値が期待できる。
　本研究では，社会的活動の再獲得に焦点を当
てた自立支援アウトカム尺度の開発に関して，
尺度構成の概要と測定項目の選定根拠を示した
上で，尺度の信頼性と妥当性を評価する。また，
既存のアウトカム指標が抱える機能的制約に対
して本尺度が解決可能な側面について論じる。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　社会的自立支援アウトカム尺度の作成方法
　WHOの国際生活機能分類（ICF）は，人が
生きるための機能全体を生活機能と規定し，そ
の構成要素を「心身機能・身体構造」「活動」
「参加」の 3 つと定め，「活動」と「参加」は
明確に分類できないとしている15）。そこで本尺
度の作成段階では「参加」を家庭や社会で役割
を果たす行為，それ以外を「活動」と規定した。
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具体的には「参加」を「家庭での役割」と
「社会参加」で構成する。
　一般に心理学的尺度開発では，対象者や
評価者から自由口述などのサンプルを取得
して，傾向や類似点の分析から測定項目を
帰納的に導く手法が用いられる。本尺度で
は社会的活動の状態変化の定量化を行うた
め，「参加」「活動」に関する公知の知見の
整理とICF生活機能分類第 2レベルとの対
比から，「主体性」も公知の知見の整理か
ら演繹的に導く手法で項目を選定した。

（ 2）　家庭での役割
　1980年代から家庭での役割に関する研究
の蓄積が存在する。初期の断片的項目を用
いた調査研究を経て，森岡らが家族の役割
構造を 6 つの要素で体系化し16），この体系
に基づいた高齢者の家庭での役割に関する
調査研究が多数実施されている17）18）。本尺
度では，森岡らの 5要素（収入を得る役割
を除く）と上記研究で用いられた家庭での
役割構造の中から16要素を網羅的に抽出し，
ICFの第 2レベル項目との適合を検討して，
表 1に示す項目「家庭での役割」を作成し
た。これらの要素には，住環境や家族構成
などによって該当しやすさに差が生じるも
のがあるため，本項目は12要素該当を最高
点として 1 -10点に点数化する。

（ 3）　社会参加
　社会的活動を包括的に扱った研究は，
1970年代から散見される。社会的活動の定
義は研究者や実施年代によって揺らぎが大
きく，団体や組織などの集団活動に限定す
る報告19），社会と接触する活動とする報
告20），家庭以外の対人活動全般の広範な社
会的活動を扱った報告21）がある。
　橋本らは広範な定義を用いて高齢者の社会活
動を「仕事」「社会的活動」「学習的活動」「個
人的活動」の 4側面に分類し，21個の小項目を
挙げた22）。本尺度ではこの小項目をICF分類第
2レベルに準拠した形で再分類し，表 2に示す

17要素を選定した。さらに近年ではネットを利
用した外出を伴わない社会参加が推奨されてお
り23），実際に多数の社会参加事例が報告されて
いる24）。この実態を反映して，ネットなどで社
会と接触する活動を追加した計18要素について

表 1　 「家庭での役割」を構成する要素と対応するICF第 2 レベル分
類項目

役割構造 要素 ICF分類
第 2レベル

家事の役割
（日課以外）

1．衣服の補修/アイロンがけ/靴の手入れ

d640調理以外
の家事
d650家庭用品
の管理

2．住居内部の手入れ（業者依頼含む）
　　 壁･床補修，害虫駆除，通風，排水管

･浴室清掃･防カビ等
3．住居外部の手入れ（業者依頼含む）
　　 屋根･外壁･塀･雨戸･網戸の清掃･補修，

落葉清掃，除雪等
4．庭や植物の手入れ
5．物品廃棄（生活ごみ以外の経年物）
6．家計・財産管理

老幼弱者
介護の役割

7．家族や親族の介護（出向いて行う場合も含む）

d660他者への
援助

8．育児，または子供を預かる（出向い
て行う場合も含む）

9．ペットの世話（預かる，出向いて行
う場合も含む）

10．留守番（出向いて行う場合も含む）

渉外的役割
家族を代表
する役割

11．訪問者や電話への対応
12．近所づきあい
13．親族関係の調整役

d740公的な関
係
d750非公式な
社会的関係

緊張緩和と情緒
的統合の役割 14．家族や親族の相談相手 d760家族関係

先祖を祭る
役割

15．神棚や仏壇の管理 d930宗教とスピ
リチュアリティ16．墓参り･法要の準備

表 2　 「社会参加」を構成する要素と対応するICF第 2レベル分類項目
社会参加
構造 要素 ICF分類

第 2レベル

仕事 1．報酬を伴う仕事 d850報酬を
伴う仕事

社会的活動
と学習的
活動

2．ボランティア活動

d910コミュニ
ティライフ

3．地域行事への参加
4．老人会や老人クラブへの参加
5．町内会や自治会，マンション管理組合での活動
6 ．団体活動（消費者団体や自然保護団
体など：NPO法人含む）

7．結婚式や葬式，入学・卒業式，同窓会への参加
8 ．学習活動（市民講座や各種講演会，
カルチャーセンターなど）

9．技能研修活動（シルバー人材，能力
開発センターなど）

個人的活動

10．友人親戚を訪問
d920レクリエ
ーションとレ
ジャー

11．旅行
12．スポーツや運動（外出を伴うもの）
13．芸術･文化に関する余暇活動（外出を

伴うもの）
14．趣味に関する余暇活動（外出を伴うもの）
15．宗教関係の活動（神社仏閣参り，教

会礼拝など）
d930宗教とスピ
リチュアリティ

社会的活動 16．選挙権の行使 d950政治活動
と市民権17．政治関係団体や会への参加

その他
18．ネットや手紙等の通信手段で社会と

接触する活動（家族以外への対人活
動）

d360コミュニケ
ーション用具や
技法の利用
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実施数を調査する形式とした。対象者のライフ
スタイルや行動性向を考慮すると，これら18要
素すべてを実施することは現実的でないとの観
点から，「家庭での役割」と同様に，本項目も
12要素該当を最高点として 1 -10点に点数化す
る。

（ 4）　「活動」
　家庭での役割と社会参加は「参加」に分類し
たが，一般に課題や行為の遂行自体は「活動」
とされることが多い。本尺度では「参加」と不
可分であり，「参加」を達成する要因に位置づ
けられる生活機能を「活動」とした。具体的に
は，参加達成を説明する機能として「移動範囲」
（ICF第 2レベルd460･d470），「セルフケア」（同

d510-d570），「（日課的）家事」（同d620-d640）
を選定した。さらに参加の再獲得を目指した介
護サービス計画で高頻度に設定される「運動習
慣」（ICF第 2レベルd410-d450･d230･d570）を
加えた計 4項目で下位尺度「活動」を構成した。

（ 5）　「主体性」
　社会的生活の再獲得支援では，残されている
能力やスキルに自らが気づき（顕在化），その
能力を発揮する（活用）ための支援が行われ
る25）。これはエンパワーメントと呼ばれる概念
である。高齢者エンパワーメント測定に関する
報告によれば，必要な次元として「アイデン
ティティー」「知識･理解」「セルフコントロー
ル」「意思決定」「他者とのかかわり」が抽出さ
れた26）。
　本尺度では，介護サービス提供によるエンパ
ワーメントの状態変化を下位尺度「主体性」と
して測定する。その項目として先行研究を参考
に「効力感」「他者とのかかわり」「知識･理
解」「主体的意思決定」「自己管理」の 5項目を
選定した。いずれの項目も最も不良から最も良
好な評定までを 5件法で回答できる形とした。
　以上の各項目で構成される本尺度は，表 3に
示すように計11項目で「参加」「活動」「主体
性」を計60点満点で点数化する。 2時点あるい
はそれ以上の時点の間に生じた社会的自立に関
する状態変化を本尺度のアウトカムと定義する。
本尺度は自記式回答が可能なほか，対面聞き取
りでの使用を想定して作成されている。

（ 6）　妥当性･信頼性検証の対象と倫理的配慮
　本尺度の信頼性と妥当性を検証するための調
査対象者は，東京都，神奈川県，岡山県の通所
介護施設11カ所を利用する要介護･要支援者104
名とした。平成29年 5 月から同年11月に調査を
実施した。対象者には，本調査の目的と内容を
説明後，書面での同意を取得し，本尺度への自
記での回答を求めた。
　本研究は昭和大学保健医療学部倫理委員会の
承認を得て実施した（平成27年10月21日，承認
番号第302号）。

表 3　自立支援アウトカム尺度の構成
下位尺度 評価項目 配点

参加 1．家庭での役割 1‒10
2 ．社会参加 1‒10

活動
3．移動範囲 1‒ 5
4 ．セルフケア 1‒ 5
5 ．家事 1‒ 5
6 ．運動習慣 1‒ 5

主体性

7．効力感 0‒ 4
8 ．他者とのかかわり 0‒ 4
9 ．知識と理解 0‒ 4
10．主体的意思決定 0‒ 4
11．自己管理 0‒ 4

表 4　対象者の属性（ｎ＝104）
人数 割合（％）

性別
　女性 70 67.3
　男性 34 32.7
年齢
　50歳代 2 1.9
　60歳 12 11.5
　70歳 26 25.0
　80歳 56 53.8
　90歳 8 7.7
要介護度
　要支援 1 16 15.4
　要支援 2 28 26.9
　要介護 1 21 20.2
　要介護 2 26 25.0
　要介護 3 6 5.8
　要介護 4 5 4.8
　 非該当（総合事業対
象者） 2 1.9

利用期間
　 1カ月以内 12 11.5
　 1～ 6カ月 12 11.5
　 6～12カ月 12 11.5
　 1～ 2年 30 28.8
　 2年以上 38 36.5
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（ 7）　データ分析方法
　調査で得られたデータを用いて，回答偏向分
析，上位－下位（Ｇ－Ｐ）分析，項目－全体
（Ｉ－Ｔ）相関分析を用いた項目分析を行った。
Ｇ－Ｐ分析には t 検定を用いた。さらに，探索
的因子分析と確証的因子分析を用いて因子妥当
性と構成概念（内容）妥当性を検討した。判別
妥当性は要介護度で 3群に分け，分散分析と
Tukeyの検定で群間比較を行った。本尺度の信
頼性は，クロンバックのα係数を用いた内的整
合性を検討したほか， 3週間から 1カ月の間隔
をおいて同一者に再調査を行い，再検査信頼性
を t 検定と級内相関係数を用いて分析した。い
ずれも p＜0.05を有意とした。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　参加者の属性
　参加者の性別，年齢，要介護度，通所介護利
用開始からの期間の割合を表 4に示す。年齢の
平均値および標準偏差は79.9±8.4歳であった。

（ 2）　項目分析
　回答を得た全参加者の 1回目のデータを用い
た回答偏向分析と，Ｇ－Ｐ分析，Ｉ－Ｔ分析の
結果を表 5に示す。フロア効果を呈した項目は
なく，「セルフケア」のみ天井効果を示したが，
要介護群では天井効果は見られなかった。
　Ｇ－Ｐ分析では，すべての項目で上位25％群

と下位25％群間で有意差が認められた。要支援
群と要介護群に分けても同様の結果であったた
め，全項目が識別力を有すると判定された。
　Ｉ－Ｔ分析では，項目「運動習慣」で0.19と
低い相関となり，要支援群と要介護群に分けて
も共に除外対象となる0.25を下回った。その他
の項目では除外該当の相関係数はなく，要支援
群と要介護群に分けても同様の結果であり，
「運動習慣」以外のすべての項目は全体の尺度
得点の傾向と異ならないと判定された。

（ 3）　因子分析による構成概念妥当性
　本尺度を構成する11項目の結果を用いて探索
的因子分析を行ったところ 3因子が抽出された
が，「運動習慣」はどの因子に対しても当ては
まりが悪かった。この結果から「運動習慣」は
他の10項目とは性質が異なると解釈された。
　「運動習慣」を除外した10項目で再び探索的
因子分析を行ったところ，第 1因子には「社会
参加」「効力感」「移動範囲」が，第 2因子には
「他者とのかかわり」「知識･理解」「主体的意
思決定」「自己管理」が，第 3因子には「セル
フケア」「家事」「家庭での役割」が当てはまっ
た。第 1因子は「参加」，第 2因子は「主体性」，
第 3因子は「活動」に該当すると考えられた。
　次に「運動習慣」を除外した探索的因子分析
の結果に基づく 3因子の上位に潜在変数として
「社会的自立の状況」を仮定した 2次因子モデ
ルを用いて確証的因子分析を行った結果を図 1

表 5　調査項目の回答偏向分析，Ｇ－Ｐ分析，Ｉ－Ｔ相関分析の結果

（配点）
天井効果 フロア効果 回答分布（％）
平均＋
標準偏差

平均－
標準偏差 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

参加
　家庭での役割 (1-10) 8.60 3.98 2.9 1.9 11.5 8.7 8.7 13.5 18.3 15.4 14.4 4.8
　社会参加 (1-10) 6.15 1.22 22.1 18.3 18.3 10.6 7.7 2.9 8.7 9.6 0.0 1.9
活動
　移動範囲 (1- 5) 4.58 2.15 4.8 24.0 24.0 24.0 23.1
　セルフケア (1- 5) 5.27 3.14 1.0 10.6 10.6 23.1 54.8
　家事 (1- 5) 4.15 1.37 24.0 22.1 18.3 15.4 20.2
　運動習慣 (1- 5) 4.08 1.17 34.6 18.2 5.77 32.6 8.65
主体性
　効力感 (0- 4) 2.73 0.92 7.7 25.0 46.2 18.3 2.9
　他者とのかかわり (0- 4) 3.24 1.35 2.9 14.4 43.3 28.8 10.6
　知識･理解 (0- 4) 3.00 1.46 0.0 15.4 51.0 28.8 4.8
　主体的意思決定 (0- 4) 2.99 1.18 1.9 22.1 50.0 17.3 8.7
　自己管理 (0- 4) 2.83 1.11 1.9 26.0 51.9 13.5 6.7
注　*** p ＜0.001
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に示す。モデルの適合性指標はGFI＝0.933，
AGFI＝0.884，RMSEA＝0.047となった。GFI
は0.9以上，GFI－AGFIは0.1以下，RMSEAは
0.1以下で適合性良好と判断されることから27），
このモデルの適合性は十分に高いと判定された。

（ 4）　要介護度による判別妥当性
　参加者を要介護度別に要支援，要介護 1 ･ 2 ，
要介護 3 ･ 4 の 3 群に分けて，図 1の因子モデ
ルの下位尺度得点と総得点の判別妥当性分析を
行った結果を図 2に示す。「参加」「活動」「総
得点」では要支援群が要介護 1 ･ 2 群と要介護
3 ･ 4 群に対して有意に高得点となり，要介護
度に対して判別妥当性を示した。一方，「主体
性」の得点はどの群間でも有意差が認められず，
この下位尺度だけは要介護度の影響が小さいと
判定された。

（ 5）　内的整合性
　下位尺度と総得点のα係数を算出したところ，
参加0.640，活動0.683，主体性0.756，総得点
0.785となった。α係数は回答傾向が類似した
項目を含むと高値となるが，項目同士の相関係
数が0.60を超える回答傾向がよく似た項目はな
かったことから，上記のα係数はおおむね実用
に資する値と判定された。

（ 6）　再検査信頼性
　再検査を実施した99名の結果から再検査信頼

性を検討したところ，下位尺度と総得点とも 1
回目と 2回目の有意差はなく，級内相関係数は
参加0.900（95％信頼区間：下限0.851，上限
0.933），活動0.918（同：0.879，0.945），主体性
0.757（同：0.639，0.837），総得点0.912（同：
0.869，0.941）であり，おおむね良好な再検査
信頼性を有すると判定された。

Ⅳ　考　　　察

（ 1）　社会的自立支援を測定する意義
　本研究では，身体的自立の先にある社会的存
在としての生活状況と，慢性期や心身機能悪化
を呈する対象者でも向上が期待できる主体性獲
得状況を測定する新しい尺度の作成を試みた。
　加齢による退行現象に適応する過程を説明す
る理論として「補償を伴う選択的最適化」モデ
ルが知られている28）。これは自分にとって重要

Ｇ－Ｐ分析 Ｉ－Ｔ分析
上位

平均±標準偏差
下位

平均±標準偏差 p r p

9.0±0.7 3.1±1.0 *** 0.77 ***
7.4±1.2 1.2±0.3 *** 0.78 ***

4.9±0.3 1.8±0.4 *** 0.64 ***
5.0±0.0 2.6±0.8 *** 0.54 ***
4.7±0.3 1.1±0.2 *** 0.58 ***
4.4±0.5 1.0±0.0 *** 0.19 ***

2.9±0.5 0.7±0.5 *** 0.59 ***
3.4±0.5 1.2±0.6 *** 0.37 ***
3.2±0.4 1.4±0.5 *** 0.49 ***
3.4±0.5 1.0±0.3 *** 0.53 ***
3.1±0.7 0.9±0.3 *** 0.55 ***

図 1　確証的因子分析の結果（運動習慣除外）
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図 2　 3つの下位尺度と総得点の判別妥当性
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な領域を絞り込み（選択），時間や心身機能な
どの限られたリソースを効率よく配分し（最適
化），代替法や介助などこれまで使わなかった
手段の使用（補償）によって，自身の身体的･
心理的･社会的喪失への適応を図るとするモデ
ルである。介護を要する高齢者の社会的生活を
再構築するには，身体的自立や社会的生活の可
能性発見に加えて，効率の良い手段を模索し，
実現の手助けとなる資源にアクセスする必要が
ある。対象者の主体的な決定をベースとして，
これまでの地域での生活や経験を反映した社会
的活動の再獲得を目指すには専門家による支援
の果たす役割が大きい。こうした一連のプロセ
スによる結果を多面的に測定する点で本尺度は
有用である。
　本尺度は質問紙として構成されているが，対
面聞き取りでのアセスメントやモニタリングに
も利用できる。本尺度は対象者と援助者の双方
に対して未獲得の社会的生活の想起を支援し，
援助計画の立案や，その方策を共有するツール
になり得る。本尺度を身体的自立指標やQOL
指標，満足度指標などと併用することで，
WHOが提示する長期ケアの目標「セルフケア
が長期に渡り十分にできない個人に対し，自立，
自律，参加，自己実現，尊厳の程度を最大限に
維持し，可能な限りQOLを維持することを保
証する」8）に合致した広範なアウトカム測定の
一助となると考えられる。

（ 2）　本尺度の妥当性と信頼性
　本研究では，質問紙としての本尺度が適切な
妥当性と信頼性を有するかを検討した。回答偏
向分析の結果，「セルフケア」のみ天井効果を
認めたが，要介護者群ではそれが見られず，要
支援者群でも識別力が確認された。本尺度の対
象者は自立状況に幅が大きく，要介護者に焦点
を当てた項目も容認されるべきと考えられ，本
項目は削除せずに尺度に残すこととした。
　一方，「運動習慣」はＩ－Ｔ分析と探索的因
子分析で除外相当となった。自立支援では「運
動習慣」の獲得を援助目標とするケースは少な
くないが，運動習慣は自立支援の目的そのもの

ではなく，目的達成の手段と位置づけられる。
アウトカムは実施者が意図する範囲でもたらさ
れる効果･効用･価値と定義される29）。そのため
本項目は効果や価値とは異なる存在として，当
てはまりの悪さが際立ったと考えられ，本項目
を除外した10項目による測定が妥当性を担保す
る上で望ましいと判断された。
　下位尺度「参加」と「活動」の因子分析の結
果は当初想定していた項目構成と異なっていた。
「参加」には「社会参加」「効力感」「移動範
囲」が収束したが，「社会参加」の18測定要素
の大半は屋外移動を伴うため，「移動範囲」の
因子負荷量が高くなったと考えられる。また，
「効力感」は自分が必要な行動を上手く遂行で
きる可能性の認識を測定しているが，社会参加
の遂行に関する可能性認識が強く反映していた
と考えられる。
　さらに，「活動」には「家事」「セルフケア」
「家庭での役割」が収束した。家庭での役割は
参加に該当するとの認識もあるが30），16要素中
6要素がICF第 2レベルの家事に相当するため，
「活動」への因子負荷量が高くなったと考えられ
る。
　また，下位尺度「主体性」は，身体的自立の
度合いに依存しない下位尺度であることが示さ
れた。慢性期や悪化の方向にある対象者でも，
心身機能を踏まえながら，自分らしい生活を希
求するための積極的な意志や，それを支援する
良質なサービスから得られるアウトカムは，要
介護度の多寡によらず観察可能と見込まれる。
　さらに再検査信頼性と内的整合性もおおむね
良好であったことから，単体の質問紙としての
本尺度の妥当性と信頼性が示され，介護サービ
ス利用者に対する使用に適していると判断された。

（ 3）　介護のアウトカム測定における課題
　介護サービスの質評価において，構造評価や
プロセス評価と比べてアウトカム評価には特有
の機能的課題が存在する。そのひとつは単一
サービスのアウトカム定量化が難しい点であ
る8）。対象者の多くは複数のサービスを併用し
ており，家族介護者のスキル向上などの要因も
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アウトカムに貢献する。こうした条件下で，あ
るサービスのアウトカム分離は困難を極める。
これは医療の質評価でも同様の課題とされる31）。
　あるサービスによるアウトカムの定量化はイ
ンセンティブを付与する事業には有用であるが，
アウトカム評価の本来の目的は，どのプロセス
がアウトカムに影響を与えたかを特定すること
にある4）。もし各プロセスがもたらす効果を正
確に把握できればアウトカムは予測可能となり，
測定が不要になる。これまで不明だったプロセ
スとアウトカムの因果関係解明は容易ではない
が，プロセス評価の確認がその出発点となると
ドナベディアンは指摘している4）。
　アウトカム測定に汎用性の高い尺度を用いる
と，測定される概念の抽象性が高くなり32），プ
ロセスとの関連検証が一層難しくなる恐れがあ
る。両者の関係性はプロセスの特定の側面がア
ウトカムとどれほど密接に結びついているかに
よって影響を受けるとされ33），対象者群に特有
な問題に特化した限局的なアウトカム指標は，
汎用化を求めた尺度より対象の変化によく反応
することが指摘される34）。本尺度は介護サービ
スの自立支援アウトカムに特化した非汎用性を
特徴としている。そのため各サービスが設定し
た援助目標や援助計画などとの対比から，参加
や主体性獲得に貢献したプロセスの特定を容易
にする効果があると見込まれる。
　介護のアウトカム評価で指摘される別の課題
として，アウトカムを悪化させるリスク要因の
程度が対象者ごとに異なる点が挙げられる35）。
併存疾患のようなサービスの質とは無関係にア
ウトカムを低下させる要因は多くの対象者に内
在し，その程度は対象者ごとに幅が大きい。こ
の影響を考慮しなければ測定されたアウトカム
の比較は意味をなさない。この課題に対処する
ため，臨床的事象の重篤度や介護必要度などの
リスク要因で対象者を階層化してその影響を調
整する手法がいくつか提案され始めている8）。
　さらに近年では，機械学習などの人工知能技
術や情報処理技術を用いて介護の質や生産性の
向上を図るシステム構築が推奨されている36）。
機械学習ではデータのどのような特徴に着目す

るか（特徴抽出）やその概念モデルについて，
データ分析者が仮説を立てて試行錯誤を繰り返
す37）。例えば，測定されたアウトカムからリス
ク要因の寄与（重み付け）を取得する知識探索
を行う場合，ドメイン知識としてのプロセスと
アウトカムの関連はその分野の専門家が指定す
る必要がある。すなわち機械学習においてもプ
ロセスとアウトカムがより具体的に関係づけら
れているほうが，探索結果の妥当性は確からし
くなる。本尺度がもつ特徴はこうした要求にも
合致すると考えられる。

（ 4）　本研究の限界
　本研究は都市部の介護施設のみでデータを採
取しているため，結果を一般化するには注意が
必要である。また，本研究は対象者のサービス
利用期間を統制していないため，利用歴で区分
すると結果が異なる可能性がある。
　本研究は，アウトカム測定値を用いた検討を
行っていない。今後は一定期間のサービス提供
前後でのアウトカム値を測定して，その結果を
用いた基準関連妥当性を含めた妥当性の検証，
および信頼性の検証が必要である。
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